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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１－ブテンからなる構造単位を含まないポリプロピレン系樹脂を基材樹脂とし、成形体
密度が１５ｇ／Ｌ以上２３ｇ／Ｌ以下であり、下記要件（ａ）および（ｂ）を満たす、ポ
リプロピレン系樹脂型内発泡成形体。
（ａ）ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片の融点が、１３０℃以上
１４５℃未満である。
（ｂ）ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片のクロス分別クロマトグ
ラフ法における８０℃以下の溶出成分量が、２１重量％以下である。
【請求項２】
　ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片のクロス分別クロマトグラフ
法における４０℃以下の溶出成分量が、７．０重量％以下である、請求項１記載のポリプ
ロピレン系樹脂型内発泡成形体。
【請求項３】
　ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片の融点が、１３５℃以上１４
４℃以下である、請求項１または２に記載のポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は緩衝包材などに用いられるポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子を用いて得られるポリプロピレン系樹脂型内発泡成
形体は、型内発泡成形体の長所である形状の任意性、緩衝性、軽量性、断熱性などの特徴
をもつ。また、ポリスチレン系樹脂予備発泡粒子を用いて得られる型内発泡成形体と比較
すると、耐薬品性、耐熱性、圧縮後の歪回復率に優れており、またポリエチレン系樹脂予
備発泡粒子を用いて得られる型内発泡成形体と比較すると、寸法精度、耐熱性、圧縮強度
が優れている。これらの特徴により、ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子を用いて得られ
るポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体は、緩衝包材、通箱、断熱材、自動車部材など様
々な用途に用いられている。
【０００３】
　このようなポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体としては、用途に応じて１０～４５０
ｇ／Ｌ程度の種々の成形体密度のものが用いられるが、通常、緩衝包材などに用いられる
ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体は、通箱、自動車部材などに用いられるポリプロピ
レン系樹脂型内発泡成形体に比べて低密度のものが用いられ、おおむね１５～４５ｇ／Ｌ
程度の成形体密度のものが多く用いられている。
【０００４】
　一方、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体としては、高い圧縮応力を求められること
が多い。このような要望に対し、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の密度が４５ｇ／
Ｌを超える領域では、コモノマーとしてエチレンのみを共重合したプロピレン／エチレン
共重合体組成物を基材樹脂としても十分な圧縮応力が発現するものの、成形体密度が４５
ｇ／Ｌ以下の領域では、コモノマーとしてエチレンのみを共重合し、かつ融点が１４５℃
未満のプロピレン／エチレン共重合体組成物を基材樹脂とするのでは圧縮応力が不足して
いた。そこで成形体密度が４５ｇ／Ｌ以下の低密度の領域でも圧縮応力を高める手段とし
て、コモノマーとして１－ブテンを共重合したり、または融点が１４５℃以上の高融点の
ポリプロピレン系樹脂組成物を基材樹脂として用いてきた（例えば特許文献１～３）。
【０００５】
　しかし、１－ブテンを共重合したポリプロピレン系樹脂組成物は、１－ブテンを含まな
い、例えば、プロピレン／エチレン共重合体組成物などに比べて、重合時の操作が煩雑で
あったり、重合速度が遅くなる傾向にあり生産性が低下するといった問題があるとともに
、高価でもある。また、融点が１４５℃以上の高融点のポリプロピレン系樹脂組成物を型
内発泡成形体に適用した場合は、型内発泡成形する際の成形加熱蒸気圧が高くなり、多大
なエネルギーを要するとともに、エネルギーコストも高くなるという問題がある。
【０００６】
　このようなことから、１－ブテンを含まず、かつ融点１４５℃未満のポリプロピレン系
樹脂組成物からなるポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体であって、成形体密度が低い領
域でも、圧縮応力が従来よりも高いポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体が求められてい
る。
【０００７】
　一方、クロス分別法により温度上昇溶離分別を行った際の溶出量が特定の値を示すポリ
プロピレン系樹脂を、物理型発泡剤や有機系熱分解型発泡剤により発泡させてなる発泡体
は知られており、具体的には、発泡剤として炭酸ガスを用いて押出発泡したり、有機系熱
分解型発泡剤を添加した樹脂シートを加熱して自由発泡させることで発泡体を製造してい
る（例えば特許文献４）。しかし、発泡剤を含んだ樹脂を発泡させて、ポリプロピレン系
樹脂予備発泡粒子にしたり、該ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子を更に型内発泡成形し
たポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体は知られていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００８】
【特許文献１】特開平８－５９８７６号公報
【特許文献２】特開平１０－２５１４３７号公報
【特許文献３】特開２０００－１９１８６０号公報
【特許文献４】特開平８－２４５８２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、低い成形加熱蒸気圧で成形しえる、低い成形体密度であっても５０％
歪における圧縮応力が高いポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、上記課題に鑑みて鋭意研究した結果、コモノマー成分として１－ブテンを含
まないポリプロピレン系樹脂においても、特定の特性を有するポリプロピレン系樹脂を用
いることによって、低密度に成形されたポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体が、高い圧
縮応力を発現すること見出し、本発明を完成させたものである。
【００１１】
　すなわち、本発明は、次の要件からなる。
〔１〕 １－ブテンからなる構造単位を含まないポリプロピレン系樹脂を基材樹脂とし、
成形体密度が１５ｇ／Ｌ以上２３ｇ／Ｌ以下であり、下記要件（ａ）および（ｂ）を満た
す、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体。
（ａ）ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片の融点が、１３０℃以上
１４５℃未満である。
（ｂ）ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片のクロス分別クロマトグ
ラフ法における８０℃以下の溶出成分量が、２１重量％以下である。
〔２〕 ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片のクロス分別クロマト
グラフ法における４０℃以下の溶出成分量が、７．０重量％以下である、〔１〕記載のポ
リプロピレン系樹脂型内発泡成形体。
〔３〕 ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片の融点が、１３５℃以
上１４４℃以下である、〔１〕または〔２〕に記載のポリプロピレン系樹脂型内発泡成形
体。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明のポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体は、コモノマー成分として１－ブテンを
含まないポリプロピレン系樹脂を用いているにもかかわらず、低成形体密度であっても高
い圧縮応力を有している。また、低い成形加熱蒸気圧で成形可能であり、表面性も良好で
ある。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】示差走査熱量計を用い、本発明記載のポリプロピレン系樹脂一段予備発泡粒子を
測定した際に得られるＤＳＣ曲線の一例である。横軸は温度、縦軸は吸熱量である。低温
側のピークと破線で囲まれる部分がＱｌ、高温側のピークと破線で囲まれる部分がＱｈで
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明のポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体は、成形体密度が１４ｇ／Ｌ以上４５ｇ
／Ｌ以下である。好ましくは１５ｇ／Ｌ以上３３ｇ／Ｌ以下であり、より好ましくは１５
ｇ／Ｌ以上２３ｇ／Ｌ以下であり、最も好ましくは１６ｇ／Ｌ以上２１ｇ／Ｌ以下である
。
【００１５】
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　ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の圧縮応力は、その成形体密度に依存する為、異
なる成形体密度のポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体同士の圧縮応力を単純には比較で
きないが、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体密度をＤ（ｇ／Ｌ）とした場合、５０％
歪における圧縮応力（ＭＰａ）として、以下の式（１）がそれぞれの成形体密度における
標準的な５０％歪における圧縮応力の目安となる。
５０％歪における標準圧縮応力（ＭＰａ）＝０．００８×Ｄ（ｇ／Ｌ）－０．０１　…（
１）
【００１６】
　なお、国際公開ＷＯ２００８／１３９８２２号公報には、５０％歪における標準圧縮応
力として、以下の式（２）が開示されている。
５０％歪における標準圧縮応力（ＭＰａ）＝（０．０７４２×Ｄ2＋３．８７４×Ｄ＋２
４．０３）÷１０００　…（２）
【００１７】
　しかしながら、成形体密度が１４ｇ／Ｌ以上４５ｇ／Ｌ以下の領域では、式（１）のほ
うが高い圧縮応力の値を示すため、本発明においては式（１）によって示される、５０％
歪における圧縮応力を目安とする。
【００１８】
　成形体密度が１４ｇ／Ｌ未満の場合、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の圧縮応力
が上記５０％歪における標準圧縮応力を超えることが困難となる傾向にある。一方、成形
体密度が４５ｇ／Ｌを超えるところでは、従来から１－ブテンを含有しないポリプロピレ
ン系樹脂型内発泡成形体において５０％歪における標準の圧縮応力を達成しており、本発
明の技術を特段用いる必要も無い。　本発明のポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体は、
ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片の融点が、１３０℃以上１４５
℃未満である。好ましくは１３５℃以上１４４℃以下であり、より好ましくは１３６℃以
上１４３℃以下である。
【００１９】
　ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片の融点が１３０℃未満では、
ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の圧縮応力が前述の標準圧縮応力を超えることが困
難であり、１４５℃以上になるとポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体を成形する際の成
形加熱蒸気圧が高くなる。
【００２０】
　なお、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片の融点は、示差走査熱
量計法（ＤＳＣ法）により測定されたものであり、該小片５～６ｍｇを１０℃／ｍｉｎの
昇温速度で４０℃から２２０℃まで昇温する事により融解し、その後１０℃／ｍｉｎで２
２０℃から４０℃まで降温することにより結晶化させた後に、さらに１０℃／ｍｉｎで４
０℃から２２０℃まで昇温したきに得られるＤＳＣ曲線において、２回目の昇温時の融解
ピーク温度を融点とした。
【００２１】
　ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片の融点を１３０℃以上１４５
℃未満とするためには、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の基材樹脂となるポリプロ
ピレン系樹脂の融点がおおむね１３０℃以上１４５℃未満であるものを選択すればよい。
このようなポリプロピレン系樹脂の融点も上述のようにしてＤＳＣ法により測定したもの
であり、該基材樹脂５～６ｍｇを１０℃／ｍｉｎの昇温速度で４０℃から２２０℃まで昇
温する事により融解し、その後１０℃／ｍｉｎで２２０℃から４０℃まで降温することに
より結晶化させた後に、さらに１０℃／ｍｉｎで４０℃から２２０℃まで昇温したときに
得られるＤＳＣ曲線において、２回目の昇温時の融解ピーク温度を融点として求めること
ができる。
【００２２】
　本発明のポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体は、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形
体から切り出した小片のクロス分別クロマトグラフ法における８０℃以下の溶出成分量が
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、２１重量％以下である。好ましくは１９重量％以下であり、より好ましくは１８重量％
以下である。溶出成分量が２１重量％を超えると、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体
の圧縮応力が、前記式（１）で示される標準圧縮応力を超えることが出来ない。
【００２３】
　クロス分別クロマトグラフ法における８０℃以下の溶出成分量が２１重量％以下の場合
に、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の圧縮応力が前記式（１）の標準圧縮応力を超
える要因は定かではないが、圧縮応力を低下させる要因となる低結晶性成分割合が減少す
るとためと推定している。
【００２４】
　本発明においては、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片のクロス
分別クロマトグラフ法における４０℃以下の溶出成分量が、７．０重量％以下であること
がより好ましい態様である。更に好ましくは、４０℃以下の溶出成分量が、６．０重量％
以下であり、最も好ましくは４．０重量％以下である。
【００２５】
　４０℃以下で溶出する成分は、より低結晶性成分が多いと考えられ、このような低結晶
性成分は圧縮応力の低下の原因になると推定されることから、４０℃以下の溶出成分量が
極力少ないほうが、圧縮応力を高めることになるものと考えている。
【００２６】
　また、４０℃以下の溶出成分量が、７．０重量％を超えると、ポリプロピレン系樹脂型
内発泡成形体の表面において、しわ、ヒケ、あるいはボイドが目立つといった、表面性が
低下する傾向にある。
【００２７】
　ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片のクロス分別クロマトグラフ
法における８０℃以下の溶出成分量を２１重量％以下とする、あるいは４０℃以下の溶出
成分量を７．０重量％以下とするためには、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の基材
樹脂となるポリプロピレン系樹脂のクロス分別クロマトグラフ法における８０℃以下の溶
出成分量をおおむね２１重量％以下とする、あるいは４０℃以下の溶出成分量をおおむね
７．０重量％以下のものを選択すれば良い。
【００２８】
　このようなクロス分別クロマトグラフ法における８０℃以下の溶出成分量が２１重量％
以下、あるいは４０℃以下の溶出成分量が７．０重量％以下であるポリプロピレン系樹脂
は、ポリプロピレン系樹脂を重合する際の触媒選択や重合条件を適宜調整することで得ら
れる。
【００２９】
　なお、本発明で用いられるポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体、あるいは基材樹脂と
なるポリプロピレン系樹脂のクロス分別クロマトグラフ法は、次に記載する条件で測定し
たものである。なお、クロス分別クロマトグラフ法における８０℃以下の溶出成分量とは
、全溶出量に対する８０℃以下の溶出量の積分値の割合（％）を言い、クロス分別クロマ
トグラフ法における４０℃以下の溶出成分量とは、全溶出量に対する４０℃以下の溶出量
の積分値の割合（％）を言う。
装置　　　　：三菱油化社製クロス分別クロマトグラフ　ＣＦＣ　Ｔ－１５０Ａ型
検出器　　　：Ｍｉｒａｎ社製赤外分光光度計１ＡＣＶＦ型
検出波長　　：３．４２μｍ
ＧＰＣカラム：昭和電工社製Ｓｈｏｄｅｘ　ＡＴ－８０６ＭＳ　３本
カラム温度　：１３５℃
カラム較正　：東ソー社製単分散ポリスチレン
分子量較正法：汎用較正法／ポリエチレン換算
溶離液　　　：ｏ－ジクロロベンゼン（ＯＤＣＢ）
流速　　　　：１．０ｍＬ／ｍｉｎ．
試料濃度　　：３０ｍｇ／１０ｍＬ
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注入量　　　：５００μＬ
降温時間　　：１３５分（１３５から０℃）、その後６０分間保持
溶出区分　　：０、２０、４０、５０、６０、７０、７５、８０、８３、８６、８９、９
２、９５、９８、１０１、１０４、１０６、１０８、１１０、１１２、１１４、１１６、
１１８、１２０、１２２、１２４、１２６、１３０、１３５℃（２９分画）
【００３０】
　本発明のポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体は、１－ブテンからなる構造単位を含ま
ないポリプロピレン系樹脂を基材樹脂とする。ポリプロピレン系樹脂のプロピレンの量と
しては、プロピレンからなる構造単位が９０モル％以上１００モル％以下、であることが
好ましく、より好ましくはプロピレンからなる構造単位が９２モル％以上１００モル％以
下、最も好ましくは、プロピレンからなる構造単位が９４モル％以上１００モル％以下で
ある。プロピレンからなる構造単位が９０モル％未満であると、ポリプロピレン系樹脂型
内発泡成形体としたときの圧縮応力が低下する傾向にある。
【００３１】
　本発明のポリプロピレン系樹脂は、１－ブテン以外であればプロピレン以外の構造単位
を含んでいてもよく、例えば、エチレン、炭素数５以上のα－オレフィン、塩化ビニル、
塩化ビニリデン、アクリロニトリル、酢酸ビニル、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン
酸、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、メタクリル酸メチル、無水マレイン酸、スチ
レン、メチルスチレン、ビニルトルエン、ジビニルベンゼンなどのビニル単量体が例示で
きるが、中でもエチレンを構造単位として含むことが好ましい。
【００３２】
　エチレンからなる構造単位は０モル％以上１０モル％以下が好ましく、より好ましくは
０モル％以上８モル％以下であり、最も好ましくは、０モル％以上６モル％以下である。
エチレンからなる構造単位が１０モル％を超えると、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形
体としたときの圧縮応力が低下する傾向にある。
【００３３】
　本発明で用いられるポリプロピレン系樹脂のメルトフローレート（ＭＦＲ）に特に制限
は無いが、０．５ｇ／１０ｍｉｎ以上３０ｇ／１０ｍｉｎ以下が好ましく、より好ましく
は２ｇ／１０ｍｉｎ以上２０ｇ／１０ｍｉｎ以下であり、最も好ましくは３ｇ／１０ｍｉ
ｎ以上１８ｇ／１０ｍｉｎ以下である。本発明に言うＭＦＲの測定は、ＪＩＳ－Ｋ７２１
０記載のＭＦＲ測定器を用い、オリフィス２．０９５９±０．００５ｍｍφ、オリフィス
長さ８．０００±０．０２５ｍｍ、荷重２１６０ｇ、２３０±０．２℃の条件下で測定し
たときの値である。ＭＦＲが上記範囲にあると比較的大きな発泡倍率のポリプロピレン系
樹脂予備発泡粒子が得られやすく、それを型内発泡成形して得られたポリプロピレン系樹
脂型内発泡成形体の表面美麗性が優れ、寸法収縮率が小さいものが得られる傾向がある。
【００３４】
　本発明のポリプロピレン系樹脂は無架橋の状態が好ましいが、パーオキサイドや放射線
により架橋させても良い。またポリプロピレン系樹脂と混合使用可能な他の熱可塑性樹脂
、例えば、本発明以外のポリプロピレン系樹脂、高密度ポリエチレン、低密度ポリエチレ
ン、直鎖状低密度ポリエチレン、ポリスチレン、アイオノマー等を、ポリプロピレン系樹
脂型内発泡成形体の特性を調整するために混合使用しても良い。
【００３５】
　本発明において、ポリプロピレン系樹脂は、通常、予備発泡に利用されやすいようにあ
らかじめ押出機、ニーダー、バンバリミキサー、ロール等を用いて溶融し、円柱状、楕円
状、球状、立方体状、直方体状等のような所望の粒子形状に成形加工され、ポリプロピレ
ン系樹脂粒子となる。
【００３６】
　本発明においてポリプロピレン系樹脂の他に、酸化防止剤、耐光性改良剤、帯電防止剤
、顔料、難燃性改良剤、導電性改良剤等の添加剤を必要により加えて、ポリプロピレン系
樹脂粒子としてもよく、その場合は、これらは、通常、ポリプロピレン系樹脂粒子の製造
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過程において溶融した樹脂中に添加することが好ましい。
【００３７】
　本発明のポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体は、前述のポリプロピレン系樹脂粒子を
予備発泡させて得られるポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子を型内発泡成形して得られる
。
【００３８】
　本発明で用いられるポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子は、ポリプロピレン系樹脂粒子
と、水、無機分散剤を含んでなる分散液を耐圧容器中に収容した後、攪拌条件下に分散さ
せるとともに、発泡剤の存在下、前記ポリプロピレン系樹脂粒子の軟化点温度以上に昇温
し、次いで耐圧容器の内圧よりも低い圧力域に耐圧容器中の分散液を放出して、ポリプロ
ピレン系樹脂粒子を発泡させ製造する。
【００３９】
　ここで、軟化点温度以上に昇温する際、好ましくはポリプロピレン系樹脂粒子の融点－
２０℃以上ポリプロピレン系樹脂粒子の融点＋１０℃以下の範囲の温度に昇温することが
発泡性を確保する上で好ましい。
【００４０】
　本発明に使用される発泡剤としては、例えば、プロパン、ノルマルブタン、イソブタン
、ノルマルペンタン、イソペンタン、ヘキサン等の脂肪族炭化水素類；シクロペンタン、
シクロブタン等の脂肪式環化水素類；空気、窒素、炭酸ガス、水等の無機発泡剤；等が挙
げられる。これらの発泡剤は単独で用いてもよく、また、２種類以上併用してもよい。な
かでも、炭酸ガス、水や、より高倍率での発泡を可能とするイソブタンを用いることが好
ましい。
【００４１】
　また、発泡剤の使用量に限定はなく、ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の所望の発泡
倍率に応じて適宣使用すれば良く、その使用量はポリプロピレン系樹脂粒子１００重量部
に対して３重量部以上６０重量部以下であることが好ましい。
【００４２】
　ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子製造時に使用する耐圧容器には特に制限はなく、ポ
リプロピレン系樹脂予備発泡粒子製造時における容器内圧力、容器内温度に耐えられるも
のであればよく、例えばオートクレーブ型の耐圧容器があげられる。
【００４３】
　本発明で使用することが出来る無機分散剤としては、例えば、第三リン酸カルシウム、
第三リン酸マグネシウム、塩基性炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム、塩基性炭酸亜鉛、
酸化アルミニウム、酸化鉄、酸化チタン、アルミノ珪酸塩、カオリン、硫酸バリウム等が
挙げられる。
【００４４】
　本発明においては分散性を高めるために分散助剤を併用することが好ましい。このよう
な分散助剤としては、例えば、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、アルカンスルホ
ン酸ナトリウム、アルキルスルホン酸ナトリウム、アルキルジフェニルエーテルジスルホ
ン酸ナトリウム、α－オレフィンスルホン酸ナトリウム等が挙げられる。これらの中でも
、無機分散剤と分散助剤の組み合わせとしては、第三リン酸カルシウムとアルキルスルホ
ン酸ナトリウムの組み合わせが好ましい。
【００４５】
　無機分散剤や分散助剤の使用量は、その種類や、用いるポリプロピレン系樹脂の種類と
使用量によって異なるが、通常、水１００重量部に対して無機分散剤０．２重量部以上３
重量部以下であることが好ましく、分散助剤０．００１重量部以上０．１重量部以下であ
ることが好ましい。また、ポリプロピレン系樹脂粒子は、水中での分散性を良好なものに
するために、通常、水１００重量部に対して２０重量部以上１００重量部以下で使用する
のが好ましい。
【００４６】
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　本発明のポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の発泡倍率に特に制限は無いが、好ましく
は３倍以上５０倍以下であり、さらに好ましくは７倍以上４５倍以下である。
【００４７】
　また、本発明のポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の嵩密度に特に制限は無いが、好ま
しくは１０ｇ／Ｌ以上１８０ｇ／Ｌ以下、さらに好ましくは１２ｇ／Ｌ以上７８ｇ／Ｌ以
下である。
【００４８】
　前記のようにして得られたポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子を型内発泡成形に供し、
ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体としてもよいが、ポリプロピレン系樹脂粒子、発泡
剤、水、無機分散剤を含んでなる分散液を耐圧容器に収容した後、攪拌条件下に分散させ
るとともに、発泡剤の存在下、容器内混合物を、前記ポリプロピレン系樹脂粒子の軟化点
温度以上、好ましくはポリプロピレン系樹脂の融点－２０℃以上ポリプロピレン系樹脂＋
１０℃以下の範囲の温度に昇温し、次いで耐圧容器の内圧よりも低い圧力域に耐圧容器中
の分散液を放出して、ポリプロピレン系樹脂粒子を発泡させる（この工程を一段発泡と称
する場合がある）時に、好ましくは発泡倍率３倍以上３５倍以下の予備発泡粒子（以下、
一段予備発泡粒子と称す場合がある）を製造し、該一段予備発泡粒子を耐圧密閉容器内に
入れて窒素、空気などを０．１ＭＰａ以上０．６ＭＰａ以下（ゲージ圧）で加圧含浸させ
る加圧処理により一段予備発泡粒子内の圧力を常圧よりも高くした後、該一段予備発泡粒
子をスチーム等で加熱して更に発泡させる（この工程を二段発泡と称する場合がある）こ
とにより、一段予備発泡粒子の発泡倍率よりも発泡倍率の高いポリプロピレン系樹脂予備
発泡粒子（以下、二段予備発泡粒子を称する場合がある）を得、これを型内発泡成形に供
し、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体としても良い。
【００４９】
　このような二段予備発泡粒子の嵩密度としては、１０ｇ／Ｌ以上４０ｇ／Ｌ以下のもの
を用いることが好ましい。
【００５０】
　なお、ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の発泡倍率は、ポリプロピレン系樹脂予備発
泡粒子の重量ｗ（ｇ）およびエタノール水没体積ｖ（ｃｍ3）を求め、発泡前のポリプロ
ピレン系樹脂の密度ｄ（＝０．９ｇ／ｃｍ3）から次式により求めたものである。
　発泡倍率＝ｄ×ｖ／ｗ
【００５１】
　また、ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の嵩密度は、ポリプロピレン系樹脂予備発泡
粒子を容器に静かに投入して満たした後、容器中のポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の
重量を測定し、これを容器の容量で除し、ｇ／Ｌ単位で表した。
【００５２】
　本発明で用いられるポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の表面に付着した無機分散剤量
は２０００ｐｐｍ以下が好ましく、より好ましくは１３００ｐｐｍ以下であり、最も好ま
しくは８００ｐｐｍ以下である。表面に付着した無機分散剤量が２０００ｐｐｍを超える
と型内発泡成形する際の融着性が低下する傾向にある。
【００５３】
　本発明で用いられるポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子は、示差走査熱量計法による熱
量測定を行った際に得られるＤＳＣ曲線において、高温側の融解ピークの比率Ｑｈ／（Ｑ
ｌ＋Ｑｈ）×１００（％）（以下、ＤＳＣ比と略す）が１０％以上５０％以下であること
が好ましく、より好ましくは１５％以上４０％以下の範囲である。ＤＳＣ比が当該範囲で
あると、表面美麗性の高いポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体が得られやすい。１０％
未満ではポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子が連泡化しやすくなり、５０％を超えると型
内発泡成形体を得る際の融着性が低下する傾向にある。
【００５４】
　なお、ＱｌおよびＱｈは、図１に示すように、ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子を４
０℃から２００℃まで１０℃／分の速度で昇温した時に得られるＤＳＣ曲線において、２
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つの融解ピークを有し、ＤＳＣ曲線の低温側ピークと、低温側ピークと高温側ピークの間
の極大点からの融解開始ベースラインへの接線で囲まれる熱量である低温側の融解ピーク
熱量Ｑｌと、ＤＳＣ曲線の高温側ピークと、低温側ピークと高温側ピークの間の極大点か
らの融解終了ベースラインへの接線で囲まれる熱量である高温側融解ピーク熱量Ｑｈで示
される。
【００５５】
　また、高温側融解ピーク熱量Ｑｈに制限は無いが、好ましくは４Ｊ／ｇ以上２８Ｊ／ｇ
以下、より好ましくは７Ｊ／ｇ以上２５Ｊ／ｇ以下、最も好ましくは１０Ｊ／ｇ以上２２
Ｊ／ｇ以下である。４Ｊ／ｇ未満ではポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子が連泡化しやす
くなり、２８Ｊ／ｇを超えると発泡倍率が大きくなり難い傾向となる。
【００５６】
　本発明においてポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子をポリプロピレン系樹脂型内発泡成
形体とするには、イ）そのまま型内発泡成形を行う方法、ロ）あらかじめポリプロピレン
系樹脂予備発泡粒子中に空気等の無機ガスを圧入し、内圧（発泡能）を付与した後、型内
発泡成形を行う方法、ハ）ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子を圧縮状態で金型内に充填
し、型内発泡成形を行う方法、など従来既知の方法が使用しうる。
【００５７】
　本発明のポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子を用いてポリプロピレン系樹脂型内発泡成
形体を得る方法の具体例としては、例えばあらかじめポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子
を耐圧容器内で空気加圧し、ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子中に空気を圧入すること
により内圧（発泡能）を付与し、これを２つの金型からなる閉鎖しうるが密閉し得ない成
形空間内に充填し、水蒸気などを加熱媒体として０．１ＭＰａ以上０．４ＭＰａ以下（ゲ
ージ圧）程度の加熱水蒸気圧で３秒以上３０秒以下程度の加熱時間で成形しポリプロピレ
ン系樹脂予備発泡粒子同士を融着させ、このあと金型を水冷により型内発泡成形体取り出
し後のポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の変形を抑制できる程度まで冷却した後、金
型を開き、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体を得る方法などが挙げられる。
【００５８】
　また、ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の内圧は、例えば耐圧容器内で、１時間以上
４８時間以下、室温以上８０℃以下の温度条件下、空気、窒素等の無機ガスによって０．
１ＭＰａ以上１．０ＭＰａ（ゲージ圧）以下に加圧することによって調整できる。
【００５９】
　このようにして、本発明のポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子を用いて得られるポリプ
ロピレン系樹脂型内発泡成形体の密度は前述の通りである。
【００６０】
　なお、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の成形体密度は、成形体の縦、横、厚みの
寸法の積から試験片体積を算出し、成形体重量を体積で除し、ｇ／Ｌ単位で表した。
【実施例】
【００６１】
　以下、本発明を実施例によって詳しく説明するが、本発明はこれらに限定されるもので
はない。
【００６２】
　〔ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の発泡倍率〕
　ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の重量ｗ（ｇ）を測定した後、該ポリプロピレン系
樹脂予備発泡粒子をエタノールに浸漬した際の増加体積（水没体積）ｖ（ｃｍ3）を求め
、発泡前のポリプロピレン系樹脂の密度ｄ（＝０．９ｇ／ｃｍ3）から次式により求めた
。
　　発泡倍率＝ｄ×ｖ／ｗ（倍）
【００６３】
　〔ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の嵩密度〕
　ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子を容積約５リットルの容器に静かに投入して満たし
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た後、容器中のポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の重量を測定し、これを容器の容量で
除し、ｇ／Ｌ単位で嵩密度を表した。
【００６４】
　〔ＤＳＣ比の測定〕
　セイコーインスツルメンツ（株）製のＤＳＣ６２００型示差走査熱量計を用いて、ポリ
プロピレン系樹脂予備発泡粒子５～６ｍｇを４０℃から２００℃まで１０℃／分の速度で
昇温して得られたＤＳＣ曲線における、２つの融解ピークについて、ＤＳＣ曲線の低温側
ピークと、低温側ピークと高温側ピークの間の極大点からの融解開始ベースラインへの接
線で囲まれる熱量である低温側の融解ピーク熱量Ｑｌと、ＤＳＣ曲線の高温側ピークと、
低温側ピークと高温側ピークの間の極大点からの融解終了ベースラインへの接線で囲まれ
る熱量である高温側融解ピーク熱量Ｑｈとし、高温側の融解ピークの比率（Ｑｈ／（Ｑｌ
＋Ｑｈ）×１００）（％）を算出した。ＱｌおよびＱｈを図１に示す。
【００６５】
　〔成形体密度〕
　後述実施例に従って得た、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の厚み方向のほぼ中央
付近から、縦５０ｍｍ×横５０ｍｍ×厚み２５ｍｍの直方体試験片を切り出し、この切り
出した直方体試験片の重量と縦、横、厚みの寸法を測定した。次いで、縦、横、厚みの寸
法の積から試験片体積を算出し、重量を体積で除し、成形体密度をｇ／Ｌ単位で表した。
【００６６】
　〔融点の測定〕
　セイコーインスツルメンツ（株）製のＤＳＣ６２００型示差走査熱量計を用いて、基材
樹脂となるポリプロピレン系樹脂（基材樹脂の融点測定の場合）、あるいはポリプロピレ
ン系樹脂型内発泡成形体から切り出した小片（成形体の融点測定の場合）の５～６ｍｇを
１０℃／ｍｉｎの昇温速度で４０℃から２２０℃まで昇温する事により樹脂粒子を融解し
、その後１０℃／ｍｉｎで２２０℃から４０℃まで降温することにより結晶化させた後に
、さらに１０℃／ｍｉｎで４０℃から２２０℃まで昇温したときに得られるＤＳＣ曲線か
ら、２回目の昇温時の融解ピーク温度を融点とした。
【００６７】
　〔クロス分別クロマトグラフ測定（ＣＦＣ溶出量測定）〕
　三菱油化社製クロス分別クロマトグラフ　ＣＦＣ　Ｔ－１５０Ａ型を使用し、以下の条
件で基材樹脂となるポリプロピレン系樹脂、あるいはポリプロピレン系樹脂型内発泡成形
体の８０℃以下、及び４０℃以下の溶出成分量を測定した。
検出器　　　：Ｍｉｒａｎ社製赤外分光光度計１ＡＣＶＦ型
検出波長　　：３．４２μｍ
ＧＰＣカラム：昭和電工社製Ｓｈｏｄｅｘ　ＡＴ－８０６ＭＳ　３本
カラム温度　：１３５℃
カラム較正　：東ソー社製単分散ポリスチレン
分子量較正法：汎用較正法／ポリエチレン換算
溶離液　　　：ｏ－ジクロロベンゼン（ＯＤＣＢ）
流速　　　　：１．０ｍＬ／ｍｉｎ．
試料濃度　　：３０ｍｇ／１０ｍＬ
注入量　　　：５００μＬ
降温時間　　：１３５分（１３５から０℃）、その後６０分間保持
溶出区分　　：０、２０、４０、５０、６０、７０、７５、８０、８３、８６、８９、９
２、９５、９８、１０１、１０４、１０６、１０８、１１０、１１２、１１４、１１６、
１１８、１２０、１２２、１２４、１２６、１３０、１３５℃（２９分画）
【００６８】
　〔融着率評価〕
　後述する実施例に従って得た、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体にカッターナイフ
で厚み方向に約３ｍｍの切り込みを入れた後、手で切り込み部からポリプロピレン系樹脂
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型内発泡成形体を破断し、破断面を観察して、破断面を構成するポリプロピレン系樹脂予
備発泡粒子数に対する破壊されたポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の割合を求め、融着
率とした。
【００６９】
　〔５０％歪圧縮応力〕
　後述する実施例に従って得た、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の厚み方向のほぼ
中央付近から、縦５０ｍｍ×横５０ｍｍ×厚み２５ｍｍの試験片を切り出した。ＮＤＳ　
Ｚ　０５０４に従って、１０ｍｍ／分で圧縮し、５０％歪時の圧縮応力を測定した。
【００７０】
　〔標準圧縮応力との比較〕
　ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体密度をＤ（ｇ／Ｌ）とした時の、５０％歪におけ
る標準圧縮応力Ａ（ＭＰａ）＝０．００８×Ｄ－０．０１、を算出し、次のように評価し
た。
　○：５０％歪圧縮応力実測値が、標準圧縮応力Ａの計算値を超える
　×：５０％歪圧縮応力実測値が、標準圧縮応力Ａの計算値以下
【００７１】
　〔表面性〕
　後述する実施例に従って得た、おおむね縦３００ｍｍ×横４００ｍｍ×厚み５０ｍｍの
ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体表面を目視観察し、次の基準で評価した。
　○：表面にしわ、ヒケやボイドがほとんど見られない
　△：表面にしわ、ヒケ、あるいはボイドの少なくともいずれかが少し見られる
　×：表面にしわ、ヒケ、あるいはボイド少なくともいずれかが顕著に見られる
【００７２】
　次に、本発明の実施例について説明する。
　表１に、実施例及び比較例で用いたポリプロピレン系基材樹脂の特性を示す。
【００７３】
【表１】

【００７４】
　（実施例１）
　樹脂Ａ１００重量部に対し、ポリエチレングリコール（ライオン（株）製ＰＥＧ＃３０
０）０．５重量部、タルク（林化成製ＰＫＳ）０．１重量部をブレンドした後、５０ｍｍ
単軸押出機（大阪精機工作（株）製２０ＶＳＥ－５０－２８型）内で溶融混練した。得ら
れた溶融混練樹脂を円形ダイよりストランド状に押出し、水冷後、ペレタイザーで切断し
、一粒の重量が１．２ｍｇ／粒のポリプロピレン系樹脂粒子を得た。
【００７５】
　得られたポリプロピレン系樹脂粒子１００重量部、水２００重量部、分散剤として第３
リン酸カルシウム１．０重量部、分散助剤としてアルキルスルホン酸ナトリウム０．０５
重量部を容量１０Ｌの耐圧オートクレーブ中に仕込み、攪拌下、発泡剤として炭酸ガスを
６．５重量部添加した。オートクレーブ内容物を昇温し、１４５℃の発泡温度まで加熱し
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た後、さらに炭酸ガスを追加してオートクレーブ内圧を３．０ＭＰａ（ゲージ圧）とした
。その後、３０分間保持した後、オートクレーブ下部のバルブを開き、４．０ｍｍφの開
口オリフィスを通して、オートクレーブ内容物を大気圧下に放出して一段予備発泡粒子を
得た。得られた一段予備発泡粒子の発泡倍率は１３倍、ＤＳＣ比は２４％であった。得ら
れた一段予備発泡粒子内に空気含浸により内圧を付与した後、蒸気により加熱し、嵩密度
１５．５ｇ／Ｌの二段予備発泡粒子を得た。得られた二段予備発泡粒子のＤＳＣ比は２３
％であった。
【００７６】
　次に、ダイセン株式会社製ポリオレフィン発泡成形機ＫＤ－３４５を用い、縦３００ｍ
ｍ×横４００ｍｍ×厚み５０ｍｍの金型に、あらかじめポリプロピレン系樹脂予備発泡粒
子内部の空気圧力が０．１９ＭＰａ（絶対圧）になるように調整したポリプロピレン系樹
脂二段予備発泡粒子を充填し、成形加熱蒸気圧０．２５ＭＰａとし、厚み方向に１０％圧
縮して加熱成形させることにより、ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体を得た。得られ
たポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体は１時間室温で放置した後、７５℃の恒温室内で
３時間養生乾燥を行い、再び室温に取出してから室温で１時間放置した後、成形体密度の
測定、融着率評価、表面性評価を行った。また、成形体の融点、ＣＦＣ溶出量、および５
０％歪圧縮応力を測定した。結果を表２に示す。
【００７７】
【表２】

【００７８】
　（実施例２～７、比較例１および２）
　樹脂Ａ～Ｆを用い、表２記載の条件とした以外は実施例１と同様にしてポリプロピレン
系樹脂の一段予備発泡粒子および二段予備発泡粒子を得、更に、ポリプロピレン系樹脂型
内発泡成形体を得て評価を行った。但し、実施例２は二段発泡せずに、一段予備発泡粒子
を型内発泡成形に供した。結果を表２に示す。
【００７９】
　実施例から、本発明の１－ブテンからなる構造単位を含まないポリプロピレン系樹脂を
基材樹脂とするポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体の圧縮応力は、低密度であるにもか
かわらず標準圧縮応力Ａを超えており、それぞれの密度において良好な圧縮応力であるこ
とがわかる。
【００８０】
　比較例３は、良好な圧縮応力を示すものの、成形加熱蒸気圧が高い。
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【産業上の利用可能性】
【００８１】
　ポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体を構成する基材樹脂として、１－ブテンからなる
構造単位を含まないポリプロピレン系樹脂を用いつつ、低い成形体密度であっても高い圧
縮応力を有するポリプロピレン系樹脂型内発泡成形体を提供する。得られるポリプロピレ
ン系樹脂型内発泡成形体は緩衝包材などに好適に使用できる。

【図１】
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